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１．概要 
 



 

１ 財務書類作成の目的 

現在の地方公共団体の会計は、地方自治法等の法令に基づき、単式簿記により現金の収支を

単年度で経理する現金主義の会計制度であり、それに従って歳入歳出予算書や決算書を作成し

ています。  

この方法では、どのような収入があり、それがどのように使われたかということはわかりま

すが、資産がどの程度形成されているのか、どのくらいの負債（借金）があるかなどの情報（ス

トック情報）、また現金支出以外に発生している行政コスト（減価償却費など）等を把握するこ

とはできませんでした。 

このようなことから、平成１８年５月「新地方公会計制度研究会報告書」が公表され、それ

を受けて総務省から示された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針の策

定について」により、原則として全ての地方公共団体は国の作成基準に準拠し、発生主義や複

式簿記といった企業会計的手法を取り入れ、地方公共団体全体及び関連団体等も含む連結ベー

スでの公会計の整備に取組むこととされたため、本市でも財務書類（貸借対照表・行政コスト

計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）を作成・公表してきました。 

しかし、財務書類の作成の基準は、総務省方式改訂モデル以外にも複数あり、各地方公共団

体で作成する方式が違うことから、比較することが難しいなどの課題がありました。 

そこで、平成２６年度に総務省から統一的な基準が示され、この基準に基づく財務書類の作

成が必要となりました。このことを受け、平成２８年度決算から統一的な基準に基づく財務書

類を作成しています。 

 

貸借対照表 基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の残高及び内訳）を明

らかにすることを目的として作成しています。 

行政コスト計算書 会計期間中の費用・収益の取引高を明らかにすることを目的として作成し

ています。 

純資産変動計算書 会計期間中の地方公共団体の純資産の変動、すなわち政策形成上の意思決

定またはその他の事象による純資産及びその内部構成の変動（その他の純

資産減少原因・財源及びその他の純資産増加原因の取引高）を明らかにす

ることを目的として作成しています。 

資金収支計算書 資金収支の状態、すなわち内部者（首長、議会、補助機関等）の活動に伴

う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを目的として作成し

ています。 

（統一的な基準による地方公会計マニュアル引用） 
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２ 財務書類の相互関係 

財務書類は以下のように関連しており、矢印で結ばれているところは金額が一致することを

意味しています。この４表間のつながりは複式簿記を理解する上で非常に重要であり、かつ基

本的な事項となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 総務省方式改訂モデルと統一的な基準の違い 

（１）複式簿記の導入 

総務省方式改訂モデルは決算統計データを組み替えて財務書類を作成していましたが、統

一的な基準では歳入歳出データを複式仕訳します。 

（２）固定資産台帳の整備 

総務省方式改訂モデルは必ずしも固定資産台帳の導入が前提ではありませんでしたが、統

一的な基準では固定資産台帳の整備が必須となり、これを基に資産を計上します。 

（３）地方公共団体間の比較 

総務省方式改訂モデル以外にも多数基準が存在し、団体間の比較が困難でしたが、統一的

な基準により団体間の比較が可能となります。 

 

うち

現金

預金 

     貸借対照表                 行政コスト計算書 

資産 

 

 

 

 

負債 

純資産 

 

     資金収支計算書                純資産変動計算書 

 

経常費用－経常収益 

＋ 

臨時損失－臨時利益 

＝ 

純行政コスト 

 

前年度末純資産残高 

－ 

純行政コスト 

＋ 

財源（税収等・国県等補助金）等 

＝ 

本年度末純資産残高 

収入－支出 

＝ 

本年度資金収支額 

＋ 

前年度末資金残高 

＋ 

本年度末歳計外現金残高 

＝ 

本年度末現金預金残高 
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４ 財務書類の対象範囲 

一般会計等、全体会計、連結会計の３種類に区分し、財務書類を作成しています。 

（１）一般会計等・・・一般会計に公営事業会計以外の特別会計を加えたもの 

（２）全体会計・・・一般会計等に公営事業会計を加えたもの 

（３）連結会計・・・全体会計に関連団体の会計を加えたもの 

 

・一般会計 

・土地区画整理事業特別会計 

・住宅改修資金貸付事業特別会計 

・住宅新築資金貸付事業特別会計 

・宅地取得資金貸付事業特別会計 

・母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

・街路用地先行取得事業特別会計 

一般会計等 

・国民健康保険事業特別会計 

・駐車場管理事業特別会計 

・介護保険事業特別会計 

・後期高齢者医療特別会計 

・卸売市場事業特別会計 

・土地造成事業特別会計 

・下水道事業特別会計 

・漁業集落排水事業特別会計 

・農業集落排水事業特別会計 

・水道事業会計 

・工業用水道事業会計 

 

公営事業会計 

・和歌山県後期高齢者医療広域連合 

・和歌山地方税回収機構 

・和歌山県住宅新築資金等貸付金回収管理組合 

・公益財団法人和歌山市文化スポーツ振興財団 

・公益財団法人和歌山市中小企業勤労者福祉サービスセンター 

・和歌山市清掃株式会社 

・公益財団法人和歌山地域地場産業振興センター 

・株式会社ぶらくり 

・公益社団法人和歌山市夜間・休日急患対策協会 

・一般社団法人和歌山市観光協会 

・公益社団法人和歌山市シルバー人材センター 

・社会福祉法人和歌山市社会福祉協議会 

一部事務組合・広域連合・第三セクター等 

連
結
会
計 

全
体
会
計
（
市
全
体
） 
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５ 一般会計等財務書類の概要 

（１）貸借対照表 

和歌山市が保有している資産をどのような財源（負債・純資産）で賄われているかを表す

財務書類です。 

ア 資産は主に道路や橋りょう等のインフラ資産、庁舎や学校等の事業用資産となり、これ

ら有形固定資産が全体の８４．９２％を占めています。 

イ 負債は主に地方債（固定負債の地方債と流動負債の１年内償還予定地方債）となり、全

体の８８．１１％を占めています。 

ウ これらの結果、純資産は前年に比べ４，７９０百万円減少しており、資産形成のために

充当した資産の蓄積である固定資産等形成分は４３８，９６６百万円、地方債等の負債に

より不足を補った分は１９４，７４７百万円となっています。 

 

（単位：百万円） 

【資産の部】 29 年度末 28 年度末 増減 【負債の部】 29 年度末 28 年度末 増減 

固定資産 426,321 426,333 △ 12 固定負債 178,711 177,245 1,466 

有形固定資産 375,668 376,868 △1,200 地方債 158,716 156,956 1,760 

事業用資産 164,519 161,374 3,145 退職手当引当金 19,995 20,289 △294 

インフラ資産 209,774 213,728 △3,954 流動負債 19,447 19,211 236 

物品 1,375 1,767 △ 392 1 年内償還予定地方債 15,878 16,661 △783 

無形固定資産 182 357 △175 賞与等引当金 1,587 1,582 5 

投資その他の資産 50,471 49,108 1,363 預り金 986 968 18 

投資及び出資金 45,643 43,927 1,716 負債合計 198,158 196,455 4,251 

長期延滞債権 3,177 3,355 △178 【純資産の部】 29 年度末 28 年度末 増減 

長期貸付金 942 1,043 △101 固定資産等形成分 438,966 442,885 △3,919 

基金 1,583 1,794 △211 余剰分（不足分） △194,747 △193,877 △870 

徴収不能引当金 △874 △1,011 137     

流動資産 16,055 19,131 △3,076     

現金預金 2,857 1,954 903     

未収金 554 625 △ 71     

基金 12,644 16,553 △3,909     

徴収不能引当金 0 0 0 純資産合計 244,219 249,009 △4,790 

資産合計 442,377 445,464 △3,087 負債及び純資産合計 442,377 445,464 △3,087 

※単位未満の四捨五入の関係で表内の計算と合わない場合があります。 
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（２）行政コスト計算書 

資産形成に結びつかない行政サービスにかかる費用とその対価として得た収益を対比させ

たもので、１年間の行政サービスの提供にかかる経費が受益者負担でどれほど賄われている

かを示しています。 

ア 社会保障給付、人件費、物件費などの経常費用は１３４，６９９百万円、それに対する

受益者負担である経常収益は４，５１０百万円でその差額である純経常行政コストは１３

０，１８９百万円となっています。その純経常行政コストに臨時損失と臨時収益を加えた

純行政コストは１３０，７２４百万円となっています。純行政コストは市税や地方交付税

などの税収等や国・県からの支出金で賄われます。 

 

 （単位：百万円） 

科目 金額 

経常費用 Ａ 134,699 

【業務費用】 58,634 

人件費 25,203 

物件費等 30,294 

その他の業務費用 3,137 

【移転費用】 76,065 

うち社会保障給付 45,255 

経常収益 Ｂ 4,510 

使用料及び手数料 2,625 

その他 1,885 

純経常行政コスト Ｃ（Ａ－Ｂ） 130,189 

臨時損失 Ｄ 559 

臨時利益 Ｅ 24 

純行政コスト Ｆ（Ｃ－Ｄ＋Ｅ） 130,724 

※単位未満の四捨五入の関係で表内の計算と合わない場合があります。 
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（３）純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したか、またどのような財源や要因で増減

したかを示しています。 

ア 平成２９年度末の純資産は２４４，２１９百万円で、１年間で４，７９０百万円減少し

ています。 

 

 （単位：百万円） 

科目 金額 

前年度末純資産残高 249,009 

純行政コスト（△） △130,724 

財源 124,832 

税収等 78,868 

国県等補助金 45,964 

無償所管換等 △241 

その他 1,344 

本年度末純資産残高 244,219 

※単位未満の四捨五入の関係で表内の計算と合わない場合があります。 
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（４）資金収支計算書 

１年間における行政活動に伴う現金等の資金の流れをその性質に応じて業務活動収支、投

資活動収支、財務活動収支に分類したものです。 

ア 人件費や社会保障給付など経常的なサービスの提供に伴う支出と税収等の収入との収支

を示す業務活動収支は２３０百万円の収支不足、公共施設等の整備や貸付金の貸付・回収

などの収支を示す投資活動収支は１２，４６３百万円の収支不足、地方債の発行と既発債

の償還などの収支を示す財務活動収支は８５７百万円の収支余剰となっています。これは、

財務活動収支の収支余剰が業務活動収支と投資活動収支の収支不足に充てられていること

を表しています。 

 

（単位：百万円）  （単位：百万円） 

【業務活動収支】  【投資活動収支】 

業務収入 122,164 業務支出 122,395  投資活動収入 13,221 投資活動支出 14,078 

税収等収入 78,902 業務費用支出 46,329  国県等補助金収入 7,129 公共施設等整備費支

出 

11,961 

国県等補助金収入 38,835 人件費支出 25,491  基金取崩収入 4,920 基金積立金支出 801 

使用料及び手数料収入 2,630 物件費等支出 17,849  貸付金元金回収収入 1,057 投資及び出資金支出 331 

その他の収入 1,798 支払利息支出 1,495  資産売却収入 114 貸付金支出 985 

  その他の支出 1,495    投資活動収支② △857 

  移転費用支出 76,065  （単位：百万円） 

  補助金等支出 6,428  【財務活動収支】 

  社会保障給付支出 45,255  財務活動収入 18,641 財務活動支出 17,687 

  他会計への繰出支出 23,753  地方債発行収入 17,644 地方債償還支出 16,667 

  その他の支出 630  その他の収入 997 その他の支出 1,020 

  業務活動収支① △230    財務活動収支③ 954 

本年度資金収支額 ①＋②＋③ △133    

前年度末資金残高 2,005    

本年度末資金残高 Ａ 1,872    

前年度末歳計外現金残高 968    

本年度歳計外現金増減額 17    

本年度末歳計外現金残高 Ｂ 986    

本年度末現金預金残高 Ｃ（Ａ＋Ｂ） 2,857    

※単位未満の四捨五入の関係で表内の計算と合わない場合があります。 
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（５）一般会計等財務書類に基づく指標 

ア 住民一人当たり資産額 

資産額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの資産額を表しています。 

住民一人当たり資産額 ＝ 
資産額（442,377 百万円） 

＝ 1.2 百万円 
人口（369,861 人） 

 

イ 住民一人当たり負債額 

負債額を住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの負債額を表しています。 

住民一人当たり負債額 ＝ 
負債額（198,158 百万円） 

＝ 0.5 百万円 
人口（369,861 人） 

 

ウ 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を表してい

ます。耐用年数に対して資産取得からどの程度経過しているのかを全体として把握するこ

とができます。 

有形固定資産減価償却率 ＝ 

減価償却累計額 

（389,445 百万円） 

    

＝ 61.43％ 
有形固定資産 

（375,668 百万円） 

－ 土地等非償却資産 

（131,184 百万円） 

＋ 減価償却累計額 

（389,445 百万円） 

 

エ 純資産比率 

地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行います。

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したことを意味します。 

純資産比率 ＝ 
純資産額（244,219 百万円） 

＝ 55.21％ 
資産額（442,377 百万円） 

 

オ 住民一人当たりの行政コスト 

行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一人当たりの行政コストを表しています。

行政活動の効率性を測定することができます。 

住民一人当たりの行政コスト ＝ 
純行政コスト（130,724 百万円） 

＝ 0.4 百万円 
人口（369,861 人） 

 

カ 行政コスト対税収等比率 

税収等の一般財源等に対する行政コストの比率を表しています。当該年度の税収等のう

ち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費やされたのかを把握することができま

す。 

行政コスト対税収等比率 ＝ 
純行政コスト（130,724 百万円） 

＝ 165.8％ 
税収等（78,868 百万円） 
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キ 受益者負担率 

行政サービスにかかる受益者負担の金額である経常収益と経常費用を比較することで、

行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表しています。 

受益者負担率 ＝ 
経常収益（4,510 百万円） 

＝ 3.3％ 
経常費用（134,699 百万円） 

 

※人口は、平成３０年３月３１日現在の住民基本台帳人口３６９，８６１人で計算しています。 

- 9 -



 

 

２．一般会計等財務書類 



【様式第1号】

自治体名：和歌山市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 426,321   固定負債 178,711

    有形固定資産 375,668     地方債 158,716

      事業用資産 164,519     長期未払金 -

        土地 81,320     退職手当引当金 19,995

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 251,165     その他 -

        建物減価償却累計額 △ 174,852   流動負債 19,447

        工作物 8,629     １年内償還予定地方債 15,878

        工作物減価償却累計額 △ 4,706     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 1,587

        航空機 -     預り金 986

        航空機減価償却累計額 -     その他 997

        その他 - 負債合計 198,158

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 2,962   固定資産等形成分 438,966

      インフラ資産 209,774   余剰分（不足分） △ 194,747

        土地 43,675

        建物 9,467

        建物減価償却累計額 △ 6,422

        工作物 359,896

        工作物減価償却累計額 △ 200,068

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 3,227

      物品 4,773

      物品減価償却累計額 △ 3,398

    無形固定資産 182

      ソフトウェア 182

      その他 -

    投資その他の資産 50,471

      投資及び出資金 45,643

        有価証券 66

        出資金 45,577

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 3,177

      長期貸付金 942

      基金 1,583

        減債基金 -

        その他 1,583

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 874

  流動資産 16,055

    現金預金 2,857

    未収金 554

    短期貸付金 -

    基金 12,644

      財政調整基金 11,055

      減債基金 1,589

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 0 純資産合計 244,219

資産合計 442,377 負債及び純資産合計 442,377

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：和歌山市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 134,699

    業務費用 58,634

      人件費 25,203

        職員給与費 19,789

        賞与等引当金繰入額 1,587

        退職手当引当金繰入額 1,720

        その他 2,107

      物件費等 30,294

        物件費 14,863

        維持補修費 2,919

        減価償却費 12,362

        その他 150

      その他の業務費用 3,137

        支払利息 1,495

        徴収不能引当金繰入額 132

        その他 1,511

    移転費用 76,065

      補助金等 6,428

      社会保障給付 45,255

      他会計への繰出金 23,753

      その他 630

  経常収益 4,510

    使用料及び手数料 2,625

    その他 1,885

純経常行政コスト 130,189

  臨時損失 559

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 559

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

純行政コスト 130,724

    その他 -

  臨時利益 24

    資産売却益 24
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【様式第3号】

自治体名：和歌山市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 249,009 442,885 -193,877

  純行政コスト（△） △ 130,724 -130,724

  財源 124,832 124,832

    税収等 78,868 78,868

    国県等補助金 45,964 45,964

  本年度差額 △ 5,893 -5,893

  固定資産等の変動（内部変動） -5,022 5,022

    有形固定資産等の増加 14,462 -14,462

    有形固定資産等の減少 -15,596 15,596

    貸付金・基金等の増加 574 -574

    貸付金・基金等の減少 -4,462 4,462

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 △ 241 -241

  その他 1,344 1,344 -

  本年度純資産変動額 △ 4,790 -3,919 -870

本年度末純資産残高 244,219 438,966 -194,747

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【様式第4号】

自治体名：和歌山市

会計：一般会計等 （単位：百万円）

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 122,395

    業務費用支出 46,329

      人件費支出 25,491

      物件費等支出 17,849

      支払利息支出 1,495

      その他の支出 1,495

    移転費用支出 76,065

      補助金等支出 6,428

      社会保障給付支出 45,255

      他会計への繰出支出 23,753

      その他の支出 630

  業務収入 122,164

    税収等収入 78,902

    国県等補助金収入 38,835

    使用料及び手数料収入 2,630

    その他の収入 1,798

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 △ 230

【投資活動収支】

  投資活動支出 14,078

    公共施設等整備費支出 11,961

    基金積立金支出 801

    投資及び出資金支出 331

    貸付金支出 985

    その他の支出 -

  投資活動収入 13,221

    国県等補助金収入 7,129

    基金取崩収入 4,920

    貸付金元金回収収入 1,057

    資産売却収入 114

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 857

【財務活動収支】

  財務活動支出 17,687

    地方債償還支出 16,667

    その他の支出 1,020

  財務活動収入 18,641

    地方債発行収入 17,644

前年度末歳計外現金残高 968

本年度歳計外現金増減額 17

本年度末歳計外現金残高 986

本年度末現金預金残高 2,857

    その他の収入 997

財務活動収支 954

本年度資金収支額 △ 133

前年度末資金残高 2,005

本年度末資金残高 1,872
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一般会計等財務書類 注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの・・・取得原価 

② 出資金・・・出資金額 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリー

ス料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
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（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

物品については、取得価額が５０万円以上（美術品は３００万円以上）の場合に資産とし

て計上しています。 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

４ 偶発債務 

該当する債務はありません。 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

土地区画整理事業特別会計 

住宅改修資金貸付事業特別会計 

住宅新築資金貸付事業特別会計 

宅地取得資金貸付事業特別会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

街路用地先行取得事業特別会計 

② 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

③ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとお

りです。 

実質赤字比率 － 

連結実質赤字比率 － 

実質公債費比率 １１．７％ 

将来負担比率 １１８．７％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 ２４，９５５百万円 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

繰越明許費 ６，１５５百万円 

事業繰越額 ８８百万円 

（２）貸借対照表にかかる事項 

① 減債基金に係る積立不足の有無 
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積立不足はありません。 

② 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要

額に含まれることが見込まれる金額 １４５，１００百万円 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は次のとお

りです。 

標準財政規模 ７７，７４４百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 １０，７２４百万円 

将来負担額 ２８７，００１百万円 

充当可能基金額 １５，８２１百万円 

特定財源見込額 ４６，５１９百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 １４５，１００百万円 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

該当する事項はありません。 

（４）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金、基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計金額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

（５）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 △３，７１１百万円 

② 既存の決算情報との関連性 

（単位：百万円） 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 １５４，６０３ １５２，８６９ 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 ３，２１８ ４，０７７ 

繰越金に伴う差額 △２，００５ － 

繰上充用金に伴う差額 ９９７ － 

内部取引消去 △２，７８７ △２，７８７ 

資金収支計算書 １５４，０２６ １５４，１５９ 

上記の歳入歳出決算書は一般会計を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は一

般会計等を対象としているため、一部の特別会計の分だけ相違します。 

繰越金は、歳入歳出決算書では収入として計上しますが、統一的な基準による地方公会

計では計上しないため、その分だけ相違します。 

繰上充用金は、歳入歳出決算書では計上しませんが、資金収支計算書は計上するため、

その分だけ相違します。 

会計間の内部取引を相殺消去しているため、その分だけ相違します。 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 
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資金収支計算書 

業務活動収支 △２３０百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入 ７，１２９百万円 

未収債権、未払債務等の増加（減少） ３，５４４百万円 

減価償却費 △１２，３６２百万円 

賞与等引当金繰入額 △１，５８７百万円 

退職手当引当金繰入額 △１，７２０百万円 

徴収不能引当金繰入額 △１３２百万円 

資産除売却益（損） △５３５百万円 

純資産変動計算書の本年度差額 △５，８９３百万円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額 ３１，０７０百万円 

一時借入金に係る利子額 ０百万円 

⑤ 重要な非資金取引 

重要な非資金取引は以下のとおりです。 

寄付による土地等の無償取得 １百万円 
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等
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額
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額
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あ
り
ま
す
。

有
形
固
定
資
産
の
明
細
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自
治
体
名
：
和
歌
山
市

年
度
：
平
成
2
9
年
度

会
計
：
一
般
会
計
等

（
単
位
：
百
万
円
）

区
分

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
防

総
務

合
計

事
業
用
資
産

20
,7

81
6
5,
4
3
6

12
,6

03
12

,2
44

3,
30
9

5,
12
0

45
,0
26

16
4,
51
9

　
土
地

1,
7
37

3
7,
6
5
1

3,
16

9
1,

01
0

2,
53
8

63
3

34
,5
82

81
,3
20

　
立
木
竹

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
物

18
,7

01
2
7,
1
6
2

9,
39

5
9,

34
8

76
9

2,
94
8

7,
99
1

76
,3
14

　
工
作
物

7
50

1
-

1,
87

9
-

1,
45
6

80
3,
92
3

　
船
舶

-
-

-
-

-
-

-
-

　
浮
標
等

-
-

-
-

-
-

-
-

　
航
空
機

-
-

-
-

-
-

-
-

　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
設
仮
勘
定

3
36

12
3

39
7

2
83

2,
37
2

2,
96
2

イ
ン
フ
ラ
資
産

2
07
,4
5
9

-
0

59
1,
82
2

-
43
4

20
9,
77
4

　
土
地

43
,2

55
-

-
-

-
-

42
0

43
,6
75

　
建
物

2,
9
85

-
0

59
-

-
-

3,
04
5

　
工
作
物

1
58
,0
0
6

-
-

-
1,
82
2

-
-

15
9,
82
8

　
そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

　
建
設
仮
勘
定

3,
2
12

-
-

-
-

-
15

3,
22
7

物
品

-
-

12
11

0
19

70
7

52
7

1,
37
5

合
計

2
28
,2
3
9

6
5,
4
3
6

12
,6

16
12

,4
13

5,
15
0

5,
82
7

45
,9
87

37
5,
66
8

※
単
位
未
満
の
四
捨
五
入
の
関
係
で
表
内
の
計
算
と
合
わ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

有
形
固
定
資
産
に
係
る
行
政
目
的
別
の
明
細
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③
投

資
及

び
出

資
金

の
明

細

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）

に
対

す
る

も
の

（
単

位
：

百
万

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
貸

借
対

照
表

計
上

額
）

（
Ａ

）

資
産

（
Ｂ

）
負

債
（

Ｃ
）

純
資

産
額

（
Ｂ

）
－

（
Ｃ

）
（

Ｄ
）

資
本

金
（

Ｅ
）

出
資

割
合

（
％

）
（

Ａ
）

／
（

Ｅ
）

（
Ｆ

）

実
質

価
額

（
Ｄ

）
×

（
Ｆ

）
（

Ｇ
）

投
資

損
失

引
当

金
計

上
額

（
Ｈ

）

（
参

考
）

財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

和
歌

山
市

水
道

局
 
水

道
事

業
会

計
3
4
,
0
0
4

9
6
,
2
4
4

6
0
,
8
3
2

3
5
,
4
1
2

3
4
,
0
0
4

1
0
0
.
0
0
%

3
5
,
4
1
2

0

和
歌
山
市
水
道
局
 工

業
用
水
道

事
業
会
計

1
0
,
5
4
5

2
1
,
6
5
0

1
0
,
0
1
7

1
1
,
6
3
3

1
0
,
5
4
5

1
0
0
.
0
0
%

1
1
,
6
3
3

0

（
公

財
）

和
歌

山
市

文
化

ス
ポ

ー
ツ

振
興
財

団
1
0

9
3
9

8
3
1

1
0
8

1
0

1
0
0
.
0
0
%

1
0
8

0
1
0

和
歌

山
市

清
掃

（
株

）
1
1

5
4
6

8
8

4
5
8

1
1

1
0
0
.
0
0
%

4
5
8

0

（
公

財
）
和

歌
山
市

中
小

企
業
勤

労
者
福

祉
サ

ー
ビ
ス

セ
ン
タ

ー
3
5

2
0
3

3
8

1
6
5

6
9

5
0
.
7
2
%

8
4

0
3
5

（
公

財
）

和
歌

山
地

域
地

場
産

業
振

興
セ

ン
タ

ー
5

4
1

2
5

1
6

1
5

3
3
.
3
3
%

5
0

5

（
株

）
ぶ

ら
く

り
3

1
2

1
1
1

1
2

2
5
.
2
1
%

3
0

3

市
場

価
格

の
な

い
も

の
の

う
ち

連
結

対
象

団
体

（
会

計
）

以
外

に
対

す
る

も
の

（
単

位
：

百
万

円
）

相
手

先
名

出
資

金
額

（
Ａ

）
資

産
（

Ｂ
）

負
債

（
Ｃ

）

純
資

産
額

（
Ｂ

）
－

（
Ｃ

）
（

Ｄ
）

資
本

金
（

Ｅ
）

出
資

割
合

（
％

）
（

Ａ
）

／
（

Ｅ
）

（
Ｆ

）

実
質

価
額

（
Ｄ

）
×

（
Ｆ

）
（

Ｇ
）

強
制

評
価

減
（

Ｈ
）

貸
借

対
照

表
計

上
額

（
Ａ

）
－

（
Ｈ

）
（

Ｉ
）

（
参

考
）

財
産

に
関

す
る

調
書

記
載

額

地
方

公
共

団
体

金
融

機
構

2
3

2
4
,
7
5
5
,
8
2
9

2
4
,
4
8
8
,
4
0
1

2
6
7
,
4
2
8

1
6
,
6
0
2

0
.
1
4
%

3
6
4

0
2
3

2
3

（
株

）
和

歌
山

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

ビ
ル

デ
ィ
ン

グ
9

1
,
2
6
0

1
,
1
4
7

1
1
3

7
5

1
1
.
6
7
%

1
3

0
9

9

和
歌

山
タ

ー
ミ

ナ
ル

ビ
ル

（
株

）
2
0

1
2
,
9
0
6

2
,
4
0
9

1
0
,
4
9
7

1
,
0
0
0

2
.
0
0
%

2
1
0

0
2
0

2
0

和
歌

山
県

信
用

保
証

協
会

7
2
0

2
6
5
,
9
4
5

2
4
2
,
1
7
2

2
3
,
7
7
3

7
,
2
9
3

9
.
8
7
%

2
,
3
4
5

0
7
2
0

7
2
0

和
歌

山
県

農
業

信
用

基
金

協
会

3
1
2
7
,
3
0
5

1
1
8
,
8
8
4

8
,
4
2
2

7
,
1
9
7

0
.
0
5
%

4
0

3
3

全
国

漁
業

信
用

基
金

協
会

1
1
6
7
,
0
6
4

1
3
4
,
1
3
2

3
2
,
9
3
3

2
2
,
4
9
3

0
.
0
1
%

2
0

1
1

（
一

財
）

和
歌

山
県

建
築

住
宅

防
災

セ
ン
タ

ー
2

2
4
3

4
4

1
9
9

3
0

5
.
0
0
%

1
0

0
2

2

（
一

財
）

和
歌

山
環

境
保

全
公

社
2
0

4
,
3
8
4

9
1

4
,
2
9
3

1
0
0

2
0
.
0
0
%

8
5
9

0
2
0

2
0

大
阪

湾
広

域
臨

海
環

境
整

備
セ

ン
タ

ー
4

4
2
,
7
7
7

2
8
,
4
5
4

1
4
,
3
2
2

1
3
7

3
.
0
4
%

4
3
5

0
4

4

和
歌

山
社

会
経

済
研

究
所

1
5

7
9
7

2
7
9
5

7
0
0

2
.
1
4
%

1
7

0
1
5

1
5

（
一

財
）

太
平

洋
戦

全
国

空
爆

犠
牲

者
慰

霊
協

会
0

2
2

0
2
2

2
3

1
.
3
0
%

0
0

0
0

（
公

財
）

和
歌

山
県

栽
培

漁
業

協
会

0
1
,
4
2
5

5
9

1
,
3
6
6

1
,
1
9
7

0
.
0
1
%

0
0

0
0

リ
バ

ー
フ

ロ
ン

ト
研

究
所

2
1
,
9
4
2

3
0
8

1
,
6
3
5

5
4
2

0
.
4
6
%

8
0

2
3

（
公

財
）

わ
か

や
ま

移
植

医
療

推
進

協
会

1
5
9

0
5
8

5
6

1
.
6
1
%

1
0

1
1

（
公

社
）

畜
産

協
会

わ
か

や
ま

1
1
8
6

7
1

1
1
5

4
1
2
.
7
0
%

1
5

0
1

1

（
公

財
）

わ
か

や
ま

産
業

振
興

財
団

5
1

1
1
,
4
3
0

1
0
,
4
9
2

9
3
8

8
9
1

5
.
7
1
%

5
4

0
5
1

5
1

（
公

財
）

和
歌

山
県

暴
力

団
追

放
県

民
セ

ン
タ

ー
2
9

9
3
2

1
7

9
1
5

8
1
0

3
.
6
0
%

3
3

0
2
9

2
9

ウ
ィ

ン
ナ

ッ
ク

（
株

）
5

6
4
4

5
8
3

6
1

8
0

5
.
6
3
%

3
0

5
5

和
海

森
林

組
合

4
8
5

1
4

7
0

3
3

1
2
.
2
8
%

9
0

4
4

テ
レ

ビ
和

歌
山

5
4

2
,
8
8
6

9
1
5

1
,
9
7
1

1
,
6
0
0

3
.
4
0
%

6
7

0
5
4

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

表
内

の
計

算
と

合
わ

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
。
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④
基

金
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

種
類

現
金

預
金

有
価

証
券

土
地

そ
の

他
合

計
（

貸
借

対
照

表
計

上
額

）
（

参
考

）
財

産
に

関
す

る
調

書
記

載
額

和
歌

山
市

財
政

調
整

基
金

1
1
,
0
5
5

0
0

0
1
1
,
0
5
5

1
5
,
5
5
5

和
歌

山
市

減
債

基
金

1
,
5
8
9

0
0

0
1
,
5
8
9

1
,
5
8
9

み
ど

り
大

岩
基

金
1
0

0
0

0
1
0

1
0

市
有

建
物

災
害

復
旧

基
金

1
7
5

0
0

0
1
7
5

1
7
5

和
歌

山
市

障
害

者
福

祉
増

光
会

基
金

8
0

0
0

0
8
0

8
0

和
歌

山
市

老
人

福
祉

大
岩

基
金

1
0

0
0

0
1
0

1
0

和
歌

山
市

発
明

事
業

振
興

基
金

8
9

0
0

0
8
9

8
9

和
歌

山
市

が
ん

ば
れ

基
金

1
3
8

0
0

0
1
3
8

1
3
8

和
歌

山
市

国
際

交
流

基
金

4
0

0
0

0
4
0

4
0

和
歌

山
市

博
物

館
振

興
基

金
4

0
0

0
4

4

和
歌

山
市

い
き

が
い

基
金

1
0

0
0

1
1

和
歌

山
市

長
寿

社
会

福
祉

基
金

1
2
9

0
0

0
1
2
9

1
2
9

和
歌

山
市

社
会

福
祉

和
田

基
金

5
0

0
0

0
5
0

5
0

和
歌

山
市

史
跡

和
歌

山
城

整
備

基
金

5
9

0
0

0
5
9

5
9

和
歌

山
市

園
部

毒
物

混
入

事
件

被
害

者
健

康
管

理
基

金
5

0
0

0
5

5

和
歌

山
市

教
育

施
設

整
備

基
金

2
9
8

0
0

0
2
9
8

2
9
8

和
歌

山
市

真
舟

芸
術

振
興

基
金

2
6

0
0

0
2
6

2
6

和
歌

山
市

漁
業

集
落

排
水

事
業

減
債

基
金

9
4

0
0

0
9
4

9
4

和
歌

山
市

農
業

集
落

排
水

事
業

減
債

基
金

3
3

0
0

0
3
3

3
3

和
歌

山
市

貴
志

川
線

存
続

基
金

1
8

0
0

0
1
8

1
8

和
歌

山
市

川
端

龍
子

美
術

振
興

基
金

2
7

0
0

0
2
7

2
7

和
歌

山
市

未
来

の
ま

ち
づ

く
り

基
金

2
0
5

0
0

0
2
0
5

2
0
5

和
歌

山
市

奨
学

金
返

還
支

援
基

金
8
0

0
0

0
8
0

8
0

和
歌

山
市

市
民

会
館

整
備

基
金

1
1

0
0

0
1
1

1
1

合
計

1
4
,
2
2
7

0
0

0
1
4
,
2
2
7

1
8
,
7
2
8

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

合
計

が
合

わ
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
納

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
納

引
当

金
計

上
額

社
会

福
祉

資
金

貸
付

金
0

0
0

0
0

同
和

更
正

資
金

貸
付

金
0

0
0

0
0

進
学

奨
学

金
貸

付
金

2
0

0
0

2

農
林

漁
業

設
備

改
良

資
金

貸
付

金
2

0
0

0
2

同
和

産
業

構
造

改
善

資
金

貸
付

金
0

0
0

0
0

住
宅

改
修

特
会

貸
付

金
0

0
0

0
0

住
宅

新
築

特
会

貸
付

金
1
3

0
0

0
1
3

宅
地

取
得

特
会

貸
付

金
9

0
0

0
9

母
子

寡
婦

福
祉

資
金

貸
付

金
9
1
6

0
0

0
9
1
6

合
計

9
4
2

0
0

0
9
4
2

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

合
計

が
合

わ
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
長

期
貸

付
金

短
期

貸
付

金
（

参
考

）
貸

付
金

計
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⑥
長
期

延
滞

債
権

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）
⑦

未
収

金
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

相
手
先

名
ま

た
は

種
別

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
納

引
当

金
計

上
額

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
貸

借
対

照
表

計
上

額
徴

収
不

納
引

当
金

計
上

額

社
会
福

祉
資

金
貸

付
金

1
1

社
会

福
祉

資
金

貸
付

金
0

0

同
和
更

正
資

金
貸

付
金

0
0

同
和

更
正

資
金

貸
付

金
0

0

進
学
奨

学
金

貸
付

金
2

0
進

学
奨

学
金

貸
付

金
0

0

農
林
漁

業
設

備
改

良
資

金
貸

付
金

0
0

農
林

漁
業

設
備

改
良

資
金

貸
付

金
0

0

同
和
産

業
構

造
改

善
資

金
貸

付
金

4
0

0
同

和
産

業
構

造
改

善
資
金

貸
付

金
0

0

住
宅
改

修
特

会
貸

付
金

16
8

0
住

宅
改

修
特

会
貸

付
金

0
0

住
宅
新

築
特

会
貸

付
金

30
6

30
住

宅
新

築
特

会
貸

付
金

4
0

宅
地
取

得
特

会
貸

付
金

15
9

8
宅

地
取

得
特

会
貸

付
金

3
0

母
子
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

16
1

4
母

子
寡

婦
福

祉
資

金
貸
付

金
25

0

小
計

83
7

44
小

計
32

0

市
民
税

40
9

98
市

民
税

17
5

0

固
定
資

産
税

51
2

16
7

固
定

資
産

税
18

0
0

軽
自
動

車
税

2
0

8
軽

自
動

車
税

20
0

特
別
土

地
保

有
税

0
0

特
別

土
地

保
有

税
0

0

都
市
計

画
税

7
9

25
都

市
計

画
税

31
0

事
業
所

税
2
3

6
事

業
所

税
4

0

負
担
金

2
1

8
負

担
金

3
0

使
用
料

31
5

12
2

使
用

料
26

0

手
数
料

0
0

手
数

料
0

0

財
産
収

入
6

1
財

産
収

入
2

0

諸
収
入

95
5

39
5

諸
収

入
80

0

小
計

2,
34

0
83

0
小

計
52

1
0

合
計

3,
17

7
87

4
合

計
55

4
0

※
単
位

未
満

の
四

捨
五

入
の

関
係

で
小

計
・

合
計

が
合
わ

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
。
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（
２

）
負

債
項

目
の

明
細

①
地

方
債

（
借

入
先

別
）

の
明

細
（

借
入

先
別

）
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

う
ち

１
年

内
償

還
予

定

【
通

常
分

】

一
般

公
共

事
業

1
4
,
8
2
6

1
,
1
8
0

6
,
3
5
5

8
,
3
0
6

1
5
5

1
0

0

公
営

住
宅

建
設

3
,
8
5
4

3
5
9

3
,
4
6
4

3
2
0

6
1

9
0

災
害

復
旧

1
8
4

3
3

1
8
4

0
0

0
0

教
育

・
福

祉
施

設
2
1
,
0
0
1

1
,
1
4
4

1
6
,
4
1
1

2
,
4
9
9

1
,
2
9
9

5
7
8

2
1
4

一
般

単
独

事
業

3
6
,
4
0
7

4
,
1
3
1

2
,
9
9
8

1
8
,
9
8
0

4
,
9
7
0

7
,
6
9
1

1
,
7
6
8

そ
の

他
1
7
,
6
0
6

2
,
1
7
4

5
,
5
1
8

6
,
9
0
1

3
,
2
6
2

1
,
9
2
4

0

【
特

別
分

】

臨
時

財
政

対
策

債
6
4
,
3
7
0

4
,
2
8
1

2
5
,
7
0
4

3
5
,
6
9
4

2
,
1
7
1

8
0
0

0

減
税

補
て

ん
債

2
,
0
0
7

4
8
9

2
,
0
0
7

0
0

0
0

退
職

手
当

債
1
0
,
1
6
0

1
,
5
9
7

0
0

2
,
6
1
1

7
,
5
4
8

0

そ
の

他
4
,
1
7
7

4
9
1

1
0
2

0
6
1
0

0
3
,
4
6
5

合
計

1
7
4
,
5
9
4

1
5
,
8
7
8

6
2
,
7
4
5

7
2
,
7
0
0

1
5
,
1
3
9

1
8
,
5
6
1

5
,
4
4
8

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

合
計

が
合

わ
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。

種
類

地
方

債
残

高
政

府
資

金
地

方
公

共
団

体
金

融
機

構
市

中
銀

行
そ

の
他

の
金

融
機

関
そ

の
他
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②
地

方
債

（
利

率
別

）
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

地
方

債
残

高
１

．
５

％
以

下
１

．
５

％
超

２
．

０
％

以
下

２
．

０
％

超
２

．
５

％
以

下
２

．
５

％
超

３
．

０
％

以
下

３
．

０
％

超
３

．
５

％
以

下
３

．
５

％
超

４
．

０
％

以
下

４
．

０
％

超
（

参
考

）
加

重
平

均
利

率

1
7
4
,
5
9
4

1
4
3
,
2
2
5

2
6
,
1
0
4

4
,
2
9
4

3
0
5

1
9
7

1
2
1

3
4
8

0
.
7
9
6
%

③
地

方
債

（
返

済
期

間
別

）
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

地
方

債
残

高
１

年
以

内
１

年
超

２
年

以
内

２
年

超
３

年
以

内
３

年
超

４
年

以
内

４
年

超
５

年
以

内
５

年
超

１
０

年
以

内
１

０
年

超
１

５
年

以
内

１
５

年
超

２
０

年
以

内
２

０
年

超

1
7
4
,
5
9
4

1
5
,
8
7
8

1
3
,
8
1
0

1
4
,
7
8
2

1
4
,
0
5
5

1
3
,
4
9
8

5
5
,
1
8
1

3
4
,
0
1
8

1
1
,
5
7
4

1
,
7
9
7

④
特

定
の

契
約

条
項

が
付

さ
れ

た
地

方
債

の
概

要

（
単

位
：

百
万

円
）

特
定

の
契

約
条

項
が

付
さ

れ
た

地
方

債
残

高

該
当

な
し

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

合
計

が
合

わ
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。

契
約

条
項

の
概

要
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⑤
引

当
金

の
明

細

（
単

位
：

百
万

円
）

目
的

使
用

そ
の

他

投
資

損
失

引
当

金
0

0
0

0
0

徴
収

不
納

引
当

金
1
,
0
1
1

1
3
6

2
0
9

6
5

8
7
4

退
職

手
当

引
当

金
2
0
,
2
8
9

1
,
7
2
0

2
,
0
1
3

0
1
9
,
9
9
5

賞
与

等
引

当
金

1
,
5
8
2

1
,
5
8
7

1
,
5
8
2

0
1
,
5
8
7

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

合
計

が
合

わ
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。

区
分

前
年

度
末

残
高

本
年

度
増

加
額

本
年

度
減

少
額

本
年

度
末

残
高
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２
.行

政
コ

ス
ト

計
算
書
の

内
容
に
関

す
る
明
細

（
１

）
補

助
金
等

の
明

細
（

単
位

：
百

万
円

）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出

目
的

市
街
地

再
開
発
事

業
費
補
助

金
民
間
会

社
2,

10
0
市

街
地

再
開

発
事

業
等

を
行

う
事

業
者

に
対

す
る

補
助

認
定
こ

ど
も
園
等

整
備
事
業

補
助
金

社
会
福

祉
法
人
等

81
1
私

立
保

育
所

、
認

定
こ

ど
も

園
の

整
備

事
業

に
対

す
る

補
助

県
工
事

費
等
負
担

金
和
歌
山

県
64

3
県

施
行

の
都

市
計

画
事

業
等

に
係

る
負

担
金

大
学
誘

致
事
業
施

設
整
備
費

補
助
金

学
校
法

人
50

8
大

学
開

校
に

係
る

整
備

費
用

に
対

す
る

補
助

障
害
者

グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
等

設
置
促
進

事
業
補
助

金
社
会
福

祉
法
人

64
グ

ル
ー

プ
ホ

ー
ム

等
の

設
置

に
係

る
費

用
の

補
助

そ
の
他

22
2

小
計

4,
34
7

住
宅
耐

震
改
修
補

助
金

民
間
（

個
人
）

17
7
耐

震
診

断
、

耐
震

改
修

等
に

か
か

る
補

助

私
立
保

育
所
特
別

運
営
交
付

金
社
会
福

祉
法
人
等

10
1
私

立
保

育
所

及
び

幼
保

連
携

型
認

定
こ

ど
も

園
の

職
員

人
件

費
、

障
害

児
保

育
に

要
す

る
経

費
等

に
か

か
る

補
助

金

貴
志
川

線
設
備
整

備
費
補
助

金
和
歌
山

電
鐵
株
式
会
社

92
貴

志
川

線
に

対
す

る
設

備
整

備
費

に
か

か
る

補
助

金

社
会
福

祉
協
議
会

補
助
金

社
会
福

祉
法
人
和
歌
山
市
社
会
福
祉
協
議
会

91
和

歌
山

市
社

会
福

祉
協

議
会

の
運

営
に

か
か

る
補

助
金

応
急
診

療
セ
ン
タ

ー
交
付
金

公
益
社

団
法
人
和
歌
山
市
夜
間
・
休
日
急
患

対
策
協

会
75

和
歌

山
市

夜
間

・
休

日
応

急
診

療
セ

ン
タ

ー
の

運
営

等
に

か
か

る
補

助
金

企
業
立

地
促
進
奨

励
金

民
間
会

社
70

和
歌

山
市

企
業

立
地

促
進

条
例

に
基

づ
く

奨
励

金
制

度

ﾊﾞ
ｽ利

用
交
付

金
民
間
会

社
69

７
０

歳
以

上
の

方
に

バ
ス

カ
ー

ド
を

交
付

す
る

た
め

の
交

付
金

和
歌
山

県
後
期
高

齢
者
医
療

広
域
連
合

負
担
金

和
歌
山

県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

64
和

歌
山

県
後

期
高

齢
者

医
療

広
域

連
合

の
運

営
に

か
か

る
補

助
金

観
光
協

会
事
業
補

助
金

一
般
社

団
法
人
和
歌
山
市
観
光
協
会

58
観

光
協

会
の

事
業

活
動

に
か

か
る

補
助

金

民
生
委

員
活
動
費

交
付
金

各
地
区

民
生
委
員
児
童
委
員
協
議
会

57
民

生
委

員
・

児
童

委
員

の
資

質
向

上
と

活
動

の
充

実

そ
の
他

1,
22
8

小
計

2,
08
0

合
計

6,
42
8

※
単

位
未

満
の
四

捨
五

入
の

関
係

で
小

計
・

合
計

が
合

わ
な
い
場

合
が
あ
り

ま
す
。

他
団

体
へ

の
公

共
施

設
等

整
備

補
助

金
等

そ
の

他
の

補
助

金
等
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３
.
純

資
産

変
動

計
算

書
の

内
容

に
関

す
る

明
細

（
１

）
財

源
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

会
計

区
分

財
源

の
内

容
金

額
市

税
5
8
,
4
6
3

地
方

譲
与

税
7
9
6

利
子

割
交

付
金

1
5
9

配
当

割
交

付
金

3
5
2

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

金
3
4
2

地
方

消
費

税
交

付
金

6
,
4
3
6

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
交

付
金

1
8

自
動

車
取

得
税

交
付

金
1
9
7

地
方

特
例

交
付

金
2
6
4

地
方

交
付

税
1
0
,
7
4
4

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
5
3

分
担

金
及

び
負

担
金

8
6
7

寄
附

金
1
7
7

繰
入

金
0

小
計

7
8
,
8
6
8

国
庫

支
出

金
7
,
1
2
9

都
道

府
県

等
支

出
金

0
小

計
7
,
1
2
9

国
庫

支
出

金
2
8
,
8
3
1

都
道

府
県

等
支

出
金

9
,
9
9
7

小
計

3
8
,
8
2
8

合
計

1
2
4
,
8
2
5

一
般

会
計

繰
入

金
2
,
7
8
7

小
計

2
,
7
8
7

国
庫

支
出

金
0

都
道

府
県

等
支

出
金

0
小

計
0

国
庫

支
出

金
0

都
道

府
県

等
支

出
金

7
小

計
7

税
収

等
8
1
,
6
5
5

国
県

等
補

助
金

4
5
,
9
6
4

税
収

等
△

 
2
,
7
8
7

国
県

等
補

助
金

0
税

収
等

7
8
,
8
6
8

国
県

等
補

助
金

4
5
,
9
6
4

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

小
計

・
合

計
が

合
わ

な
い

場
合

が
あ

り
ま

す
。

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

特
別

会
計

税
収

等

国
県

等
補

助
金

資
本

的
補

助
金

経
常

的
補

助
金

単
純

合
計

相
殺

消
去

合
計

一
般

会
計

税
収

等

国
県

等
補

助
金
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４
.
資

金
収

支
計

算
書

の
内

容
に

関
す

る
明

細

（
１

）
資

金
の

明
細

（
単

位
：

百
万

円
）

種
類

本
年

度
末

残
高

現
金

1
,
8
7
2

歳
計

外
現

金
9
8
6

合
計

2
,
8
5
7

※
単

位
未

満
の

四
捨

五
入

の
関

係
で

合
計

が
合

わ
な

い
場

合
が

あ
り

ま
す

。
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３．全体会計財務書類 



【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 710,295   固定負債 345,961

    有形固定資産 675,222     地方債等 311,557

      事業用資産 177,667     長期未払金 -

        土地 87,399     退職手当引当金 21,620

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 12,785

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 40,367

        建物 268,344     １年内償還予定地方債等 27,222

        建物減価償却累計額 △ 185,018     未払金 1,250

        建物減損損失累計額 -     未払費用 11

        工作物 8,629     前受金 -

        工作物減価償却累計額 △ 4,706     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 1,841

        船舶 -     預り金 1,297

        船舶減価償却累計額 -     その他 8,745

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 386,328

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 722,939

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △ 369,627

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 3,019

      インフラ資産 488,183

        土地 64,393

        土地減損損失累計額 -

        建物 26,479

        建物減価償却累計額 △ 16,763

        建物減損損失累計額 -

        工作物 789,587

        工作物減価償却累計額 △ 395,033

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 19,520

      物品 26,452

      物品減価償却累計額 △ 17,081

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 26,180

      ソフトウェア 182

      その他 25,998

    投資その他の資産 8,893

      投資及び出資金 1,105

        有価証券 66

        出資金 1,039

        その他 -

      長期延滞債権 5,149

      長期貸付金 942

      基金 3,176

        減債基金 -

        その他 3,176

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 1,479

  流動資産 29,345

    現金預金 13,624

    未収金 2,890

    短期貸付金 -

    基金 12,644

      財政調整基金 11,055

      減債基金 1,589

    棚卸資産 67

    その他 126

    徴収不能引当金 △ 6

  繰延資産 - 純資産合計 353,312

資産合計 739,640 負債及び純資産合計 739,640

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）

- 30 -



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：百万円）

    資産売却益 62

    その他 8

純行政コスト 206,833

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 0

  臨時利益 70

  臨時損失 571

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 570

    使用料及び手数料 15,168

    その他 2,467

純経常行政コスト 206,332

      社会保障給付 45,255

      その他 710

  経常収益 17,634

        その他 2,268

    移転費用 142,454

      補助金等 96,490

      その他の業務費用 7,123

        支払利息 4,533

        徴収不能引当金繰入額 322

        維持補修費 3,223

        減価償却費 22,198

        その他 1,897

        その他 2,351

      物件費等 46,464

        物件費 19,146

        職員給与費 22,031

        賞与等引当金繰入額 1,730

        退職手当引当金繰入額 1,814

  経常費用 223,967

    業務費用 81,512

      人件費 27,926

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額
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【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 396,224 771,242 △ 375,018 -

  純行政コスト（△） △ 206,833 △ 206,833 -

  財源 206,980 206,980 -

    税収等 142,433 142,433 -

    国県等補助金 64,547 64,547 -

  本年度差額 147 147 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 4,915 4,915

    有形固定資産等の増加 24,196 △ 24,196

    有形固定資産等の減少 △ 25,614 25,614

    貸付金・基金等の増加 1,195 △ 1,195

    貸付金・基金等の減少 △ 4,692 4,692

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 △ 128 △ 128

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 △ 42,931 △ 43,261 329

  本年度純資産変動額 △ 42,912 △ 48,303 5,391 -

本年度末純資産残高 353,312 722,939 △ 369,627 -

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：百万円）

前年度末歳計外現金残高 968

本年度歳計外現金増減額 17

本年度末歳計外現金残高 986

本年度末現金預金残高 13,624

財務活動収支 △ 5,470

本年度資金収支額 78

前年度末資金残高 12,560

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 12,639

    地方債等償還支出 29,518

    その他の支出 11,582

  財務活動収入 35,630

    地方債等発行収入 26,885

    その他の収入 8,745

    資産売却収入 224

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 8,386

【財務活動収支】

  財務活動支出 41,100

    その他の支出 -

  投資活動収入 15,356

    国県等補助金収入 9,155

    基金取崩収入 4,920

    貸付金元金回収収入 1,057

  投資活動支出 23,742

    公共施設等整備費支出 21,498

    基金積立金支出 1,259

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 985

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 0

  臨時収入 8

業務活動収支 13,934

【投資活動収支】

    税収等収入 142,370

    国県等補助金収入 55,576

    使用料及び手数料収入 13,545

    その他の収入 2,543

  臨時支出 0

    移転費用支出 142,454

      補助金等支出 96,490

      社会保障給付支出 45,255

      その他の支出 710

  業務収入 214,034

    業務費用支出 57,653

      人件費支出 28,284

      物件費等支出 22,626

      支払利息支出 4,533

      その他の支出 2,210

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 200,108
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全体会計財務書類 注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

なお、一部の公営事業会計においては、原則、取得原価としています。 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの・・・取得原価 

② 出資金・・・出資金額 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５）全体会計資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 

４ 偶発債務 
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該当する債務はありません。 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 全体会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

土地区画整理事業特別会計 

住宅改修資金貸付事業特別会計 

住宅新築資金貸付事業特別会計 

宅地取得資金貸付事業特別会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

街路用地先行取得事業特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

駐車場管理事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

水道事業会計 

工業用水道事業会計 

卸売市場事業特別会計 

土地造成事業特別会計 

下水道事業特別会計 

漁業集落排水事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

② 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

③ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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４．連結会計財務書類 



【様式第1号】

（単位：百万円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 712,383   固定負債 346,456

    有形固定資産 675,361     地方債等 311,557

      事業用資産 177,787     長期未払金 -

        土地 87,457     退職手当引当金 22,114

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 12,785

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 41,248

        建物 268,452     １年内償還予定地方債等 27,252

        建物減価償却累計額 △ 185,069     未払金 2,089

        建物減損損失累計額 -     未払費用 11

        工作物 8,642     前受金 -

        工作物減価償却累計額 △ 4,714     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 1,851

        船舶 -     預り金 1,299

        船舶減価償却累計額 -     その他 8,745

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 387,704

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 725,196

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） △ 369,776

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 3,019

      インフラ資産 488,183

        土地 64,393

        土地減損損失累計額 -

        建物 26,479

        建物減価償却累計額 △ 16,763

        建物減損損失累計額 -

        工作物 789,587

        工作物減価償却累計額 △ 395,033

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 19,520

      物品 26,559

      物品減価償却累計額 △ 17,167

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 26,183

      ソフトウェア 185

      その他 25,998

    投資その他の資産 10,839

      投資及び出資金 1,271

        有価証券 296

        出資金 975

        その他 -

      長期延滞債権 5,210

      長期貸付金 944

      基金 4,869

        減債基金 -

        その他 4,869

      その他 24

      徴収不能引当金 △ 1,479

  流動資産 30,741

    現金預金 14,792

    未収金 2,946

    短期貸付金 -

    基金 12,813

      財政調整基金 11,224

      減債基金 1,589

    棚卸資産 69

    その他 128

    徴収不能引当金 △ 6

  繰延資産 - 純資産合計 355,420

資産合計 743,124 負債及び純資産合計 743,124

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：百万円）

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 275,361

    業務費用 82,960

      人件費 29,309

        職員給与費 23,157

        賞与等引当金繰入額 1,735

        退職手当引当金繰入額 1,827

        その他 2,590

      物件費等 46,346

        物件費 18,966

        維持補修費 3,270

        減価償却費 22,214

        その他 1,897

      その他の業務費用 7,304

        支払利息 4,533

        徴収不能引当金繰入額 323

        その他 2,449

    移転費用 192,401

      補助金等 96,308

      社会保障給付 95,311

      その他 782

  経常収益 18,500

    使用料及び手数料 15,165

    その他 3,335

純経常行政コスト 256,860

  臨時損失 642

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 641

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 0

  臨時利益 71

    資産売却益 62

    その他 9

純行政コスト 257,432
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【様式第3号】

（単位：百万円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 398,598 773,293 △ 374,695 -

  純行政コスト（△） △ 257,432 △ 257,432 -

  財源 257,351 257,351 -

    税収等 171,113 171,113 -

    国県等補助金 86,238 86,238 -

  本年度差額 △ 81 △ 81 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 4,661 4,661

    有形固定資産等の増加 24,221 △ 24,221

    有形固定資産等の減少 △ 25,701 25,701

    貸付金・基金等の増加 1,684 △ 1,684

    貸付金・基金等の減少 △ 4,865 4,865

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 △ 128 △ 128

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 26 17 9 -

  その他 △ 42,996 △ 43,325 329

  本年度純資産変動額 △ 43,178 △ 48,097 4,919 -

本年度末純資産残高 355,420 725,196 △ 369,776 -

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日
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【様式第4号】

（単位：百万円）

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 252,344

    業務費用支出 59,946

      人件費支出 29,685

      物件費等支出 22,493

      支払利息支出 4,533

      その他の支出 3,235

    移転費用支出 192,398

      補助金等支出 96,308

      社会保障給付支出 95,309

      その他の支出 781

  業務収入 266,087

    税収等収入 171,271

    国県等補助金収入 77,868

    使用料及び手数料収入 13,542

    その他の収入 3,406

  臨時支出 0

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 0

  臨時収入 8

業務活動収支 13,752

【投資活動収支】

  投資活動支出 24,198

    公共施設等整備費支出 21,523

    基金積立金支出 1,690

    投資及び出資金支出 0

    貸付金支出 985

    その他の支出 -

  投資活動収入 15,467

    国県等補助金収入 9,156

    基金取崩収入 5,028

    貸付金元金回収収入 1,058

    資産売却収入 224

    その他の収入 -

投資活動収支 △ 8,731

【財務活動収支】

  財務活動支出 41,100

    地方債等償還支出 29,518

    その他の支出 11,582

  財務活動収入 35,630

    地方債等発行収入 26,885

    その他の収入 8,745

前年度末歳計外現金残高 971

本年度歳計外現金増減額 17

本年度末歳計外現金残高 987

本年度末現金預金残高 14,792

財務活動収支 △ 5,470

本年度資金収支額 △ 450

前年度末資金残高 14,227

比例連結割合変更に伴う差額 27

本年度末資金残高 13,804
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連結会計財務書類 注記 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

② 無形固定資産・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・再調達原価 

なお、一部の連結対象団体（会計）においては、原則、取得原価としています。 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの・・・取得原価 

② 出資金・・・出資金額 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

定額法 

なお、一部の連結対象団体（会計）においては、定率法としています。 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見

込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

（５）連結会計資金収支計算書における資金の範囲 

現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

２ 重要な会計方針の変更等 

重要な会計方針の変更はありません。 

３ 重要な後発事象 

該当する事象はありません。 
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４ 偶発債務 

該当する債務はありません。 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 連結会計財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

団体（会計）名 比例連結割合 連結方法 

一般会計   

特別会計   

土地区画整理事業特別会計  全部連結 

住宅改修資金貸付事業特別会計  全部連結 

住宅新築資金貸付事業特別会計  全部連結 

宅地取得資金貸付事業特別会計  全部連結 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計  全部連結 

街路用地先行取得事業特別会計  全部連結 

公営事業会計   

国民健康保険事業特別会計  全部連結 

駐車場管理事業特別会計  全部連結 

介護保険事業特別会計  全部連結 

後期高齢者医療特別会計  全部連結 

水道事業会計  全部連結 

工業用水道事業会計  全部連結 

卸売市場事業特別会計  全部連結 

土地造成事業特別会計  全部連結 

下水道事業特別会計  全部連結 

漁業集落排水事業特別会計  全部連結 

農業集落排水事業特別会計  全部連結 

一部事務組合・広域連合・第三セクター等   

和歌山県後期高齢者医療広域連合一般会計 32.70% 比例連結 

和歌山県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計 35.89% 比例連結 

和歌山地方税回収機構 34.74% 比例連結 

和歌山県住宅新築資金等貸付金回収管理組合 19.339% 比例連結 

公益財団法人和歌山市文化スポーツ振興財団  全部連結 

公益財団法人和歌山市中小企業勤労者福祉サービスセンター一般会計  全部連結 

公益財団法人和歌山市中小企業勤労者福祉サービスセンター特別会計  全部連結 

和歌山市清掃株式会社 
 

全部連結 

公益財団法人和歌山地域地場産業振興センター 33.30% 比例連結 

株式会社ぶらくり 25.21% 比例連結 
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公益社団法人和歌山市夜間・休日急患対策協会  全部連結 

一般社団法人和歌山市観光協会  全部連結 

公益社団法人和歌山市シルバー人材センター  全部連結 

社会福祉法人和歌山市社会福祉協議会  全部連結 

 

② 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数として

います。 

③ 表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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